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片側完全唇顎口蓋裂患児 72 例を対象症例とした。内訳は、生後約 12 カ月時の Furlow 変法による軟口蓋閉鎖と約
18 カ月時の硬口蓋閉鎖から成る早期二期的口蓋裂手術施行症例 30 例(二期群)、生後約 12 カ月の push back 法に















4 歳時、二期群の上顎歯槽弓形態は、前後径、幅径共に健常者群には及ばなかったものの、 PB 群より有意に大で
あった。さらに、二期群における 12 カ月時(軟口蓋閉鎖直前)から 4 歳時までの major segment 前後径の増加率は、













本研究によって、早期二期的口蓋裂手術は一期的 push back 法と比較して、より良好な上顎歯槽部の成長発育を獲
得し得ることが明らかとなった。さらに、二期群における 12 カ月時から 4歳時までの major segment の前後径は
catch up growth を示すことが判明した。しかしながら、 4歳時における乳犬歯点間幅径のさらなる改善を得るため
には、音声言語発達面に問題が無い範囲で、硬口蓋閉鎖の手術時期に関して若干の修正の余地があるものと考えられ
た。
論文審査の結果の要旨
本研究は、言語機能と顎発育の両面を充足する口蓋裂手術として考案された早期二期的口蓋裂手術の、幼児期にお
ける術後成績を顎発育面から評価した。本論文は、片側完全唇顎口蓋裂症例に対する早期二期的口蓋裂手術の有用性
を明らかにしたものであり、博士(歯学)の学位の請求に値するものと認める。
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